
法⼈名

施設名

種別 ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ １０⽉ １１⽉ １２⽉ １⽉ ２⽉ ３⽉ 合計

0 賃借料(a) 円

共益費(管理費)(b) 円

礼⾦・更新料(⽉割)(c) 円

本⼈負担額(d) 円

合計(a+b+c-d) 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

開始⽇ ⽉額基準額(①) 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

終了⽇ 補助⾦額(①×3/4) 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

対象経費
第1四半期
合計

(4〜6⽉)
対象経費

第2四半期
合計

(7〜9⽉)
対象経費

第3四半期
合計

(10〜12
⽉)

対象経費
第4四半期
合計

(1〜3⽉)

賃借料 円 賃借料 円 賃借料 円 賃借料 円

共益費(管理費) 円 共益費(管理費) 円 共益費(管理費) 円 共益費(管理費) 円

礼⾦・更新料(⽉割) 円 礼⾦・更新料(⽉割) 円 礼⾦・更新料(⽉割) 円 礼⾦・更新料(⽉割) 円

本⼈負担額 円 本⼈負担額 円 本⼈負担額 円 本⼈負担額 円

計 円 計 円 計 円 計 円

補助⾦額 円 補助⾦額 円 補助⾦額 円 補助⾦額 円

様式第１号(第７条関係)

市川市社会福祉法⼈保育⼠宿舎借上げ⽀援事業計画書

令和　年度

補助対象事業に係る保育⼠及び宿舎

保育⼠⽒名

住所（建物名及び部屋番
号も記⼊すること。）

採⽤年⽉⽇

補助対象期間

備考



法⼈名

施設名

(収⼊) (⽀出)
区分 予算額 対象経費 予算額 補助対象保育⼠数 名

事業実施者負担額 円 賃借料 円

市川市補助⾦収⼊
(年額） 円 共益費(管理費) 円

本⼈負担額 円 礼⾦等(⽉割) 円

計 円 計 円
(注意）

対象経費 年間総合計
賃借料 円

共益費(管理費) 円
礼⾦等(⽉割) 円
本⼈負担額 円
合計 円

補助⾦額 円

対象経費 第1四半期合計 対象経費 第2四半期合計 対象経費 第3四半期合計 対象経費 第4四半期合計
賃借料 円 賃借料 円 賃借料 円 賃借料 円

共益費(管理費) 円 共益費(管理費) 円 共益費(管理費) 円 共益費(管理費) 円
礼⾦等(⽉割) 円 礼⾦等(⽉割) 円 礼⾦等(⽉割) 円 礼⾦等(⽉割) 円
本⼈負担額 円 本⼈負担額 円 本⼈負担額 円 本⼈負担額 円
合計 円 合計 円 合計 円 合計 円

補助⾦額 円 補助⾦額 円 補助⾦額 円 補助⾦額 円

②　収⼊と⽀出の合計が⼀致するよう記⼊すること。

様式第２号（第７条関係）

市川市社会福祉法⼈保育⼠宿舎借上げ⽀援事業収⽀予算書

①　予算額については,年度に係る合計額を記⼊すること。年度途中に事業を開始した場合は事業開始⽉から年度末⽉まで記⼊すること。



様式第３号（第７条関係） 

 

市外宿舎理由書 

 

 年  月  日 

市川市長 

 

法人名 

施設名 

住 所 

代表者氏名                

 

令和 年度市川市社会福祉法人保育士宿舎借上げ支援事業補助金の交付の申請にあたり、下記

の理由により市外に所在する家屋を補助対象事業に係る宿舎として申請します。 

 

記 

 

１ 保育士及び宿舎 

⑴ 保育士 

氏名  

 ⑵ 宿舎（建物名及び部屋番号も記入すること。） 

住所  

勤務先施設名称  

 

２ 市外に所在する家屋を補助対象事業に係る宿舎とした理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第７条関係） 

 

本人負担額及び住民登録確認書 

 

          （以下「甲」という。）と          （以下「乙」という。）

は、下記のとおり令和 年度分の宿舎の入居に係る乙の本人負担額及び住民票の異動ついて相違

ないことを確認する。 

 

記 

 

１ 本人負担額（賃借料、共益費（管理費）、礼金及び更新料に限る。） 

 

合計   月額           円 

 

 

２ 乙が補助対象期間の開始日までに住民票を異動していること。また、乙の転出転居等により

事業終了となる場合は、終了日の翌日までは住民票を異動していないこと。 

 

年  月  日 

 

甲 法人名 

施設名 

住 所 

代表者氏名                

 

乙 氏 名                   

 



様式第５号（第７条関係） 

 

雇用証明書 

 

年  月  日 

 

市川市長 

 

法人名 

施設名 

住 所 

代表者氏名                

 

令和 年度市川市社会福祉法人保育士宿舎借上げ支援事業補助金の交付の申請にあたり、下記

のとおり補助対象事業に係る保育士が在職していることを証明します。 

 

記 

 

（証明事項） 

氏名  

勤務先施設名  

職種  

雇用契約年月日  

施設勤務開始日  

雇用形態  

１日当たりの勤務時間 

（休憩時間を含む労働契約上の時間） 

 

１月当たりの勤務日数  

住宅手当 住宅手当の支給はありません。 

備考（年度内退職の場合は退職日を記入）  

 

 



様式第６号（第７条関係） 

 

誓約書 

 

年  月  日 

 

市川市長 

 

労働契約を締結している法人名 

勤務先施設名 

氏名                    

 

 私は、次の１⑴から⑸までに掲げる事項を満たしている保育士であることを誓約します。 

 

記 

 

１ 誓約内容 

⑴ 児童福祉法第１８条の１８第１項の登録を受けていること。 

⑵ 保育所等を運営する社会福祉法人と労働契約を締結した日から起算して 年（直近２年度の

１月の職業安定業務統計において、市域を管轄する公共職業安定所の保育士の有効求人倍率が

連続して２未満の場合にあっては、５年）以内の者（保育所等を運営する者が平成２４年度以

前に借り上げた保育士宿舎に入居している者を除く。）であること。 

⑶ 補助金の交付の申請をする日の属する年度における労働契約上の労働時間が１日につき６時

間以上であり、かつ、労働日数が１月につき２０日以上であること。 

⑷ 保育所等を運営する社会福祉法人から住宅手当その他これに類する手当を受けていないこと。 

⑸ 保育所等を運営する社会福祉法人の役員その他市長が当該保育所等を運営する社会福祉法人

と密接な関係を有すると認める者でないこと。 

２ 宿舎の住所（建物名及び部屋番号も記入すること。） 
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